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移動を見直し、持続可能な社会へ近づけよう！

モビリティウィークでは、交通（移動）を通じて、市民一人一人の暮らしから、地球のことまで幅広い課題を考えます。

特に、自動車の使い方について考えます。自動車は、便利ですが、エネルギーや空間利用の点で非効率な移動手段です。

自動車に過度に依存する社会がもたらす弊害（大気汚染、騒音、健康被害、市街地の空洞化など）を見つめ直し、今後は、持
続続可能な社会の構築にむけて、それぞれのまちが、必要かつ最善な交通（移動）手段は何か、選択し、各交通手段の優先
順位をつけていく必要があります。

課題のイメージ
　～持続可能な交通街づくりの実現にむけて～
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「ヨーロッパモビリティウィーク＆カーフリーデー」  
              ～「移動」を通じて、個人のライフスタイルから地球のことまで考えよう！～
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まちでの移動、都市交通を切り口に、地球環境やまちづくり、福祉など幅広いテーマについて、市民
と行政が一緒になって考える環境交通啓発週間（9/16-22）のことです。

欧州委員会（環境総局）のプロジェクトで、2002年より実施され、近年では、世界2000都市近くが
毎年参加しています。

この活動を通じ、持続可能な都市交通・まちづくりに向けた、①市民への啓発と②自治体の政策推
進の双方を目指しています。啓発にとどまらず、これを機にハード・ソフトともに自治体の政策展開
まで行われている点が特徴で、持続可能な都市交通の政策推進にむけた有効な手立てとして活用
されています。

モビリティウィークでは、３つの主な移動手段（公共交通、自転車、徒歩）をはじめとし、
関連付けられる都市活動について、毎年決められるテーマに従い、日替わりでキャンペーンを実施しています。
最終日にはメインイベントとして、カーフリーデー（車のない都市空間を体験し、考える日）があります。

この数年は、自転車の利用促進が各都市の重要なテーマとなっています。
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環境交通啓発週間（9/16-22）です！
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持続可能な交通まちづくりの実現

一般社団法人カーフリーデージャパン
http://www.cfdjapan.org/

概要と課題・・・



パリでは、2015年に、COP21でパリ協定が成立、2030年に、ガソリン車
の走行が禁止されます。
その年には、大規模なカーフリーデーを実施され、その後も、毎年、カーフ
リーエリアが拡大され、2017年には、パリ全区となっています。

延べ650km（市内道路の45%に相当）の道路をカーフリーエリア
に指定。タクシーを含む公共交通、緊急車、居住者の車は通行可能
だが、4000台の電気自動車の公共レンタカーAutolib’は走行禁
止。その他の黄緑のエリアは、20km/時の交通規制。

パリの3分の１（1～4区のみ）
がカーフリー。バスとタクシー、
救急車、消防車、撤去用トラッ
ク、市場向けの配送以外は、通
行禁止。また20km/時走行の
交通規制。

約87k㎡が、カーフリー。10/1(日）の11時から18時に実施。
普段の日曜日の交通量より 54%減、大気汚染は 20%減。
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ヨーロッパモビリティウィークの参加状況とヨーロッパの様子
              

毎年2,000都市近くが参加しています！　
2019年は3,135都市（過去最多）
この10年近くは、毎年、世界2,000都市以上がモビリティウィーク参加しています。2019年は、過去最多の3,135都市が参
加しました。

欧州の都市がほとんどですが、その内訳をみると、近年では、東欧・南欧での参加が多くなっています。先進国のフランスや
ドイツなどに倣って、持続可能な都市交通政策に拍車がかかっているようです。

アジアでは毎年ではないですが、日本のほかに、韓国、台湾（アジア初）、中国、ベトナムなどの参加がみられます。

交通施策の展開としては、近年、歩行者専用地区の創出や、自転車走行空間の整備が最も成功した施策です。

その成功の裏には、市民への理解を得られるよう、徹底した説明・アピールがあるようです。

単なる1週間のイベントに終わらせず、長期の都市交通計画や戦略への明確なつながりが市民へ提示されています。

モビリティウィークで導入された上位１０の交通施策モビリティウィーク参加都市数の変遷

実施都市

一般社団法人カーフリーデージャパン
http://www.cfdjapan.org/

順位 モビリティウィークに導入された交通施策 実施都市数

1 自転車：自転車道路網の新設、改善 552

2 歩行者専用化：インフラの改善（歩道橋、舗装、横断歩道等） 517

3 自転車：自転車利用環境の向上 453

4 モビリティマネジメント：啓発キャンペーンの立ち上げ 376

5 交通静穏化：学校付近での走行速度の低減化施策 370

6 歩行者専用化：歩行者専用空間の導入、または、拡充 335

7 アクセシビリティ：歩道の拡幅 268

8 アクセシビリティ：道路の段差の低減化 267

9 アクセシビリティ：車いす用のスロープの設置 257

10 公共交通サービス：公共交通ネットワークの改善と延伸 236
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日本の参加状況・市民の意向（アンケートより）              

日本は2004年の３都市から開始
日本国内では、2004年の横浜市・松本市・名古屋市の３都市からはじめました。

近年では、毎年10都市以上が参加するまでとなりました。地域では、東海、北陸、関西方面の参加が多く、参加

形式では、行政・市民団体が半々の割合となっています。　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※日本では、市民団体の参加も登録都市として認めています。

まずはカーフリーデー（市民啓発）から
日本では、欧州のような自治体の施策展開への活用よりも、まずは、市民の認識を深める市民啓発「カーフリ

ーデー」に重点を置いて始まりました。

なぜならば、持続可能な人や環境にやさしいまちへの転換には様々な課題がありますが、中でも、クルマ（自

家用車）の使い方について、市民一人一人が見直し、過度な依存社会からの脱却について合意していくこと

が欠かせないからです。今後は、モビリティウィークを活用した交通施策の展開が期待されます。
※201９年は全国13都市

市民のクルマ優先社会への問題意識は、年々高くな
っています。欧州市民との大きな差はありません。

自動車に替わる便利な交通手段や環境が不足してい
ることなどから、やむを得ず自動車を利用している傾
向も見られます。

カーフリーデーでは、このような市民一人一人の意識
が、地球環境問題、都市内交通の問題、中心市街地の
停滞などの改善につながるよう、継続して市民意識を
アンケートしていきます。

カーフリーデーをどう思いますか？

47.6％40.1％

自動車交通への問題意識は？

自転車が便利になったら、
自動車から移動手段を
変えてみたいと思いますか？

公共交通が便利になったら、
自動車から移動手段を
変えてみたいと思いますか？

31.3％　　　  49.8％

52.4％

市民の意向は？

34.9％




